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　郵政の民営化が始まった。格差が広がる一方で、都市と地方の格差に拍車をかけているのが集配を担う郵便事業だ。

窓口での国民の期待は不動産とかチケット販売のサービスではない。ちゃんとした郵便事業の維持を望んでいる。全国に

４４００ある簡易郵便局が民営化によって３９００くらいになる。郵便局が地域振興の拠点となると謳っているが、現実とは異

なる。地域のきめ細かなサービスができなくなっている。利益が見込めない地域は切り捨てられ、郵便料金は上がるなど

のサービス低下につながっていくのが懸念される。 

 

 

●年金保険料流用禁止法案を参院に提出　 

　社会保険庁のムダ遣いをなくすために、年金保険料を年金支給以外に使わないことを定めた年金保険料流用禁止法

　案を参議院に提出した。正式名称は「国民年金事業等の運営の改善のための国民年金法等の一部を改正する法律の

　一部を改正する法律案」。 

●障害者自立支援法改正案を参院に提出 

　障害者の実状を考えずに、支援とは正反対の政府･自民党の悪法を、利用者主体の法案に戻すもの。 

●被災者生活再建支援法を参院に提出 

　地震対策などに対応する政府案の使い勝手の悪さが指摘されていた。提出法案はこれを変えるもので、住宅の再建な

どに支給対象を拡大し、支給額を最高３００万円から５００万円に引き上げるというもの。 

　民間サラリーマンの平均給与が４３４万９０００円と、前年を１万９０００円（０･４%）下回り、９年連続でダウンしたことが分かった。

（国税庁の民間給与実態統計調査） 

１年間の給与所得者４４８４万５０００人（前年比９万１０００人減）。 

１年間の給与総額１９５兆１５３億円（前年比１兆２６２６億円減）。 

減少は給与の伸び悩み、派遣やアルバイトなど雇用形態の変化が要因。 

一方、給与を階層別にみると３００万円以下の割合が前年比１･２ポイント増。 

１千万円超の割合が０･２ポイント増となって格差が広がる傾向が分かる。 

民間企業で働くサラリーマン、パートなど約４５００万人の４.４人に一人が年収２００万円以下となっている。 

これらのデータから、小泉構造改革が加速させた格差社会の実態が明らかになった。反面、給与から天引きされる所得税

は定率減税の一部廃止によって総額９兆８９２５億円となり、国税は前年より１０･４%増えたこともわかった。増税感が数字

でもハッキリと表されている。 

解消されない小泉構造改革のツケ。景気回復実感できず。 解消されない小泉構造改革のツケ。景気回復実感できず。 
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郵政民営化で公平なサービスが低下 郵政民営化で公平なサービスが低下 

民主党･参院で生活実態に即した法案を続々と提出 民主党・参院で生活実態に即した法案を続々と提出 
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米軍跡地利用 環境防災の拠点に 
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【戸塚】 【泉】 【瀬谷】 

〈事務連絡･討議資料〉 
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松沢県知事 早期解散を要望 松沢県知事 早期解散を要望 
９月２６日、正式に発足した福田新内閣だが、これにつ

いて松沢知事は「安倍政権から引き継ぎ、国民から直

接信任を受けていない」と述べて、できるだけ早期に

衆院を解散して国民の信を問う総選挙を実施するべ

きとの考えを明らかにした。 

知事は、福田新首相については「派手さはないが、落

ち着いて政治を進められる方」と述べる一方、「総理

大臣として、国づくりに対する理念がまだ伝わってこ

ない」と「地方自治体としては、地方分権改革を本気

でやる内閣であってほしい」と注文をつけた。 

 

 

国土交通省が進めていた深谷、上瀬谷の米軍跡地利用

の可能性について、調査結果がまとまった。それによると、

ここは市の緑の七大拠点の一つであり、首都圏全体を

見据えた防災と環境再生の一大拠点として、また、市民

菜園や野球場としての自然、スポーツ、文化の緑地空間

としてのモデル地区に選出されるという。今後の有効

利用が期待できるが、跡地利用は田中前衆院議員、民主

党地方議員団が市民の意向を汲み取って構想を進め

ているもの。市民の要望がかなうよう、働き掛けている。 

松沢県知事、民意を反映していない新内閣に早期の衆議院解散、総選挙をとの考えを示す 
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（９月２８日付神奈川新聞より） 


